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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項 

１．商   号       池田泉州ＴＴ証券株式会社 

２．登録年月日（登録番号） 2013年 6月 13日（近畿財務局長（金商）第 370号） 

３．沿革及び経営の組織 

（１）会社の沿革 

年   月 沿       革 

2013年 1月 

2013年 6月 

2013年 8月 

2013年 9月 

2013年 9月 

2013年 9月 

2015年 3月 

 

2016年 10月 

 

2019年 4月 

2020年 3月 

2020年 4月 

会社設立（資本金 5,000万円） 

金融商品取引業者として登録 

日本証券業協会へ加入 

資本金を 12億 5,000万円に増資 

本店営業部、堺支店を開設 

東海東京証券㈱より神戸支店を承継し、営業開始 

本店営業部池田事務所、堺支店岸和田事務所、神戸支店逆瀬川事務所

を開設 

池田事務所を支店化し、池田支店を開設 

本店営業部高槻事務所を開設 

岸和田事務所を支店化し、岸和田支店を開設 

本店営業部高槻事務所を閉鎖 

逆瀬川事務所を移転・支店化し、西宮北口支店を開設 

 

（２）経営の組織（2020年 3月 31日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）2020年 4月 1日以降に変更のあった事項を 23ページに記載しております。 
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４．株式の保有数の上位 10位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主等

の議決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合 

                             （2020年 3月 31日現在） 

氏名又は名称 保有株式数（株） 割合（％） 

１．株式会社池田泉州ホールディングス     2,400 60.00 

２．東海東京フィナンシャル・ホールディングス株式会社     1,600 40.00 

計  2  名     4,000 100.00 

   

５．役員の氏名又は名称 

 （2020年 3月 31日現在） 

役  職  名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

代表取締役社長 井上  基 有 常勤 

代表取締役副社長 髙井 利文 有 常勤 

常 務 取 締 役 工藤  守 無 常勤 

監 査 役 後藤 良幸 無 常勤 

監 査 役 北川 智司 無 非常勤 

監 査 役 藤城  栄 無 非常勤 

  （注 1）監査役のうち北川智司、藤城栄の両氏は会社法第 2条第 16 号に定める社外監査役であり

ます。 

（注 2）2020年 4月 1 日以降に変更のあった事項を 23 ページに記載しております。 

 

６．政令で定める使用人の氏名  

金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その他の 

規則をいう。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者（部長、次長、課長その

他いかなる名称を有する者であるかどうかを問わず、当該業務を統括する者の権限を代行

し得る地位にある者を含む。）の氏名 

      （2020年 3月 31日現在） 

氏    名 役  職  名 

井上 俊之 執行役員管理本部長 

 



3 

 

７．業務の種別 

（１）金融商品取引業（金融商品取引法第 2条第 8項） 

業務の種別 

金融商品取引法第 2 条第 8 項第 1号から第 3 号、第 9号、第 16 号及び第 17 号に定める行

為又は業務 

 

（２）金融商品取引業に付随する業務（金融商品取引法第 35条第 1項） 

業務の種別 

① 有価証券の貸借業務 

② 金融商品取引法第 156条の 24第 1項に規定する信用取引に付随する金銭の貸付業務 

③ 保護預り有価証券担保貸付業務 

④ 有価証券に関する顧客の代理業務 

⑤ 受益証券に係る収益金、償還金又は解約金の支払いに係る代理業務 

⑥ 投資証券等に係る金銭の分配、払戻金若しくは残余財産の分配又は利息若しくは償還

金の支払に係る代理業務 

⑦ 累積投資契約の締結業務 

⑧ 有価証券に関連する情報の提供又は助言業務 

⑨ 他の金融商品取引業者等の業務の代理 

⑩ 通貨の売買またはその媒介、取次ぎもしくは代理 

⑪ 前各号のほか金融商品取引業に付随する行為 

 

８．本店その他の営業所又は事務所の名称及び所在地 

（2020年 3月 31日現在） 

名  称 所  在  地 

本 社 〒530-0013 大阪府大阪市北区茶屋町 18番 14号 

本 店 営 業 部 〒531-0072 大阪府大阪市北区豊崎 3丁目 2番 1 号 

池 田 支 店 〒563-0025 大阪府池田市城南 2丁目 1番 11 号 

堺  支  店 〒590-0048 大阪府堺市堺区一条通 14 番 8号 

岸 和 田 支 店 〒596-0054 大阪府岸和田市宮本町 26 番 15号 

神  戸  支  店 〒651-0096 兵庫県神戸市中央区雲井通 7 丁目 1 番 1号 

神戸支店逆瀬川事務所 〒662-0832 兵庫県西宮市甲風園 1 丁目 9 番 14号 

（注）2020年 4月 1日以降に変更のあった事項を 24ページに記載しております。 
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９．他に行っている事業の種類 

保険業法第 2条第 26項に規定する保険業務に係る業務 

 

 10．苦情処理及び紛争解決の体制 

当社は、下記のとおり苦情処理・紛争解決手続きを実施するための措置を講じています。 

   ・第一種金融商品取引業務 

    特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター（FINMAC）と手続き実施 

    基本契約を締結する措置 

 

11．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

日本証券業協会 2013年 8月 30日加入 

 

12．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

  該当事項はありません。 

 

13．加入する投資者保護基金の名称 

日本投資者保護基金 2013年 6月 13日加入 
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Ⅱ．業務の状況に関する事項 

１．当期の業務の概要 

金融経済情勢 

当事業年度におけるわが国経済は、海外経済の減速や自然災害などの影響から輸出・生産

や企業マインド面に弱めの動きが見られ、消費税率の引き上げや自然災害の影響から内需が

大幅に落ち込む中、新型コロナウィルスの感染が世界的に拡大、インバウンド消費の減少、

東京オリンピック等各種イベントの延期・中止、外出自粛の動きから、景気の大きな下押し

圧力に直面しました。 

海外経済は減速の動きが見られるものの、グローバルなＩＴサイクルの好転、米中通商交

渉の進展、緩和的な金融環境に支えられ、緩やかな成長を続ける中、新型コロナウィルス感

染症が中国から世界各地へ飛び火、特に欧米諸国において爆発的感染が広がると移動の自由

を制限する非常事態宣言を発令、経済活動の停止措置により、景気の不透明感が急速に高ま

りました。 

このような内外情勢から、上期の日経平均株価は、海外経済減速の影響を受けつつも、米

中貿易摩擦の行方に左右される状況が続き、日経平均は20,000円～22,000円程度のレンジ相

場となりました。下期に入ると米中通商交渉の進展期待と来年度における企業業績への改善

期待から、日経平均株価は1月に24,000円台まで上昇しました。その後、新型コロナウィルス

感染症の拡大に伴い、世界各国による外出禁止やロックダウン発令による経済活動の停止措

置により株価は一時16,000円台まで下落、政府や中央銀行による財政金融支援により、3月末

にかけて値を戻すも、先行きの不透明感の高まりから19,000円台を下回る水準となりました。 

日本国債利回り（10年）は新型コロナウィルス拡大に伴い、新日銀法のもとでは、初めて

金融政策決定会合の日程を前倒し実施されましたが、これまで通り金融市場調整方針として

10年物国債金利を「ゼロ％程度」に誘導する目標を維持したことから、10年金利は0％近辺と

なりました。 

為替は、米国において金融緩和政策が再開されたのを背景に8月一時105円割れとなる場面

もありましたが、米中通商交渉の進展期待と企業業績への改善期待が高まり、2月には112円

まで円安が進行しました。その後、新型コロナウィルス感染症の影響が実体経済を下押しす

る懸念とドル資金需要の高まりから3月にかけて為替は101～111円台を乱高下した後、107円

半ば水準となりました。 

物価情勢については、大きな動きは見られず、足下の消費者物価（除く生鮮食品）は前年

比0.4％となりました。 

当社の業績 

当社は、資産運用分野において、多様化･高度化する顧客ニーズにより的確に対応するとと

もに、池田泉州ホールディングスグループの総合的な金融機能･提案力の強化を図ることを目

的として、東海東京フィナンシャル･ホールディングス株式会社との共同出資により2013年９

月に開業いたしました。銀行の営業地域における豊富なネットワークと、独立系フルライン

型の証券会社として東海東京フィナンシャルグループが培ってきた金融商品取引業に関する

ノウハウを最大限活かすことで、池田泉州ホールディングスグループ全体の発展に日々取り

組んでおります。 

当事業年度の業績につきましては、以下の通りであります。 

当事業年度の営業収益につきましては、募集、委託商品販売にかかる受入手数料1,321,328

千円、外債･仕組債販売にかかるトレーディング損益1,340,990千円に加え、顧客信用取引等

にかかる金融収益4,372千円を計上し2,666,691千円となりました。 

顧客信用取引等にかかる金融費用2,068千円及び販売費･一般管理費が2,681,254千円とな

りましたことから、営業損失は16,632千円となりました。 
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また、経常損失は 16,024千円となり、法人税・住民税及び事業税を 6,171千円と法人税等調 

整額を 26,739千円計上して、当期純損失は 53,979千円となりました。利益剰余金は 1,483,437 

千円となり内部留保は減少することとなりました。 

 

 

２．業務の状況を示す指標 

（１）経営成績等の推移  

（単位：百万円） 

 2018年 3 月期 2019年 3 月期 2020年 3 月期 

資 本 金 1,250 1,250 1,250 

発行済株式総数 4,000株 4,000株 4,000株 

営 業 収 益 3,267 2,798 2,666 

受 入 手 数 料 2,113 1,499 1,321 

 

 

 

委託手数料 584 421 389 

募集・売出し・特定投資家向け売付け

勧誘等の取扱手数料 
644 438 781 

その他の受入手数料 884 639 150 

トレーディング損益 1,146 1,290 1,340 

 

株券等 458 648 634 

債券等 673 615 701 

その他 14 26 5 

純 営 業 収 益 3,263 2,793 2,664 

経常利益または経常損失（△） 834 228 △16 

当期純利益または当期純損失（△） 566 147 △53 

 

当社が行う売出し外債の取扱いに係る受入手数料について、従来、「受入手数料」の内訳科目で

ある「その他の受入手数料」に計上しておりましたが、当年度より、同じ「受入手数料」の内

訳科目である「募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料」に計上しておりま

す。 

本件は、売出し外債の取扱い業務の拡大に伴い、「その他の受入手数料」に内包する収益額をよ

り適切に区分して表示することを目的とし、表示科目を変更するものであります。 

なお、当年度に「募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料」に計上した当該

収益額は 358百万円であります。 
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（２）有価証券引受・売買等の状況 

① 株券の売買高の推移   

（単位：百万円） 

 2018年 3月期 2019年 3月期 2020年 3月期 

自   己 51,308 72,562 70,733 

委   託 72,963 51,423 42,531 

計 124,272 123,986 113,265 

 

② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、

売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況 

                           （単位：百万円） 

区  分 引受高 売出高 

特定投資

家向け売

付け勧誘

等の総額 

募集の 

取扱高 

売出しの

取扱高 

私募の 

取扱高 

特定投資家

向け売付け

勧誘等の取

扱高 

2018

年 3

月期 

株 券 － － － 431 － － － 

国債証券 －   －  － － 

地方債証券 －   －  － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 － － － 25 28,956 31,563 － 

受益証券    204,254 － － － 

その他 － － － － － － － 

合 計 － － － 204,711 28,956 31,563 － 

2019

年 3

月期 

株 券 － － － 560 － － － 

国債証券 －   25  － － 

地方債証券 －   20  － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 － － － 190 18,578 22,939 － 

受益証券    137,992 － － － 

その他 － － － － － － － 

合 計 － － － 138,788 18,578 22,939 － 

2020

年 3

月期 

株 券 － － － 86 － － － 

国債証券 －   25  － － 

地方債証券 －   －   － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 － － － 515 14,019 － － 
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受益証券    153,555 － － － 

その他 － － － － － － － 

合 計 － － － 154,182 14,019 － － 

   (注) 2020年３月期より、「社債券」について「私募の取扱高」の集計方法を変更して 

おります。 

 

 （３）その他業務の状況 

保険業法第 2条第 26項に規定する保険募集に係る業務 

（単位：百万円） 

 2018年 3月期 2019年 3月期 2020年 3月期 

保険募集手数料 1 1 0 

 

（４）自己資本規制比率の状況 

（単位：％、百万円） 

 2018年 3 月期 2019年 3 月期 2020年 3 月期 

自己資本規制比率（Ａ／Ｂ×100） 594.8 536.4 541.5 

固定化されていない自己資本（Ａ） 3,696 3,854 3,858 

リスク相当額（Ｂ） 621 718 712 

 

市場リスク相当額 0 2 0 

取引先リスク相当額 60 87 60 

基礎的リスク相当額 560 629 650 

 

（５）使用人の総数及び外務員の総数 

（単位：名） 

 2018年 3月期 2019年 3月期 2020年 3月期 

使 用 人 109 118 116 

（うち外務員） 109 118 116 
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Ⅲ．財産の状況に関する事項 

１．経理の状況 

（１）貸借対照表 

（単位：千円） 

科  目 

 

第7期  
2019年3月31日 

現在 
 

第8期 
2020年3月31日 

現在 
 

科  目 

 

第7期  
2019年3月31日 

現在 
 

第8期 
2020年3月31日 

現在 
 

（資産の部）   （負債の部）   

流動資産 6,353,456 6,565,235 流動負債 2,475,099 2,679,566 

 現金・預金 3,525,168 2,917,168  信用取引負債 245,106 150,524 

 預託金 1,900,123 2,980,153   信用取引借入金 240,548 137,674 

約定見返勘定 262,545 285,118 信用取引貸証券受入金 4,557 12,849 

 信用取引資産 245,106 150,524  預り金 1,985,112 2,248,952 

   信用取引貸付金 240,548 137,674  受入保証金 30,494 66,134 

  信用取引借証券担保金 4,557 12,849  未払金 2,023 4,464 

 短期差入保証金 250,000 130,000  未払費用 123,685 114,152 

 前払費用 10,172 9,656  未払法人税等 38 8,047 

 未収入金 111,050 53,983  賞与引当金 88,638 87,289 

 未収収益 49,288 38,631 固定負債 13,863 17,349 

     繰延税金負債 - 3,268 

     資産除去債務 13,863 14,080 

固定資産 213,478 157,230 特別法上の準備金 4,748 6,307 

 有形固定資産 89,291 78,527  金融商品取引責任準備金 4,748 6,307 

  建物 34,249 29,922    

  器具・備品 55,041 48,604 負債の部合計 2,493,711 2,703,223 

 無形固定資産 62,911 40,576 （純資産の部）   

  ソフトウェア 60,410 38,075 株主資本 4,073,222 4,019,242 

  電話加入権 2,501 2,501  資本金 1,250,000 1,250,000 

 投資その他の資産 61,274 38,126  資本剰余金 1,285,805 1,285,805 

  長期差入保証金 37,803 38,126   資本準備金 1,250,000 1,250,000 

  繰延税金資産 23,471 -   その他資本剰余金 35,805 35,805 

    利益剰余金 1,537,417 1,483,437 

     その他利益剰余金 1,537,417 1,483,437 

      繰越利益剰余金 1,537,417 1,483,437 

   純資産の部合計 4,073,222 4,019,242 

資産の部合計 6,566,934 6,722,465 負債及び純資産の部合計 6,566,934 6,722,465 
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（２）損益計算書 

（単位：千円） 

科  目 
第7期 

自2018年4月1日 

至2019年3月31日 
 

第8期 

自2019年4月1日 

至2020年3月31日 
 

営業収益 2,798,558 2,666,691 

 受入手数料 1,499,563 1,321,328 

  委託手数料 421,323 389,106 

  募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料 438,379 781,673 

  その他の受入手数料 639,860 150,548 

 トレーディング損益 1,290,704 1,340,990 

 金融収益 8,290 4,372 

金融費用 4,658 2,068 

純営業収益 2,793,899 2,664,622 

販売費・一般管理費 2,565,800 2,681,254 

 取引関係費 880,716 1,055,144 

 人件費 988,675 972,570 

 不動産関係費 112,760 112,647 

 事務費 473,901 449,808 

 減価償却費 58,910 45,151 

 租税公課 29,410 27,794 

 その他 21,426 18,137 

営業利益 228,099 △16,632 

営業外収益 18 1,022 

営業外費用 19 414 

経常利益 228,098 △16,024 

特別損失 1,765 5,045 

 固定資産除却損 - 3,485 

 金融商品取引責任準備金繰入 1,765 1,559 

税引前当期純利益 226,332 △21,069 

法人税、住民税及び事業税 62,977 6,171 

法人税等調整額 15,491 26,739 

当期純利益 147,862 △53,979 
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（３）株主資本等変動計算書 

第７期（2018年4月1日～2019年3月31日） （単位：千円）  

 

株主資本 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 資本準備金 

その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

その他利益 
剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益 
剰余金 

当 期 首 残 高 1,250,000 1,250,000 35,805 1,285,805 1,389,554 1,389,554 3,925,359 3,925,359 

当 期 変 動 額         

当 期 純 利 益     147,862 147,862 147,862 147,862 

当 期 変 動 額 合 計     147,862 147,862 147,862 147,862 

当 期 末 残 高 1,250,000 1,250,000 35,805 1,285,805 1,537,417 1,537,417 4,073,222 4,073,222 

 
第８期（2019年4月1日～2020年3月31日） （単位：千円）  

 

株主資本 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 資本準備金 

その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

その他利益 
剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益 
剰余金 

当 期 首 残 高 1,250,000 1,250,000 35,805 1,285,805 1,537,417 1,537,417 4,073,222 4,073,222 

当 期 変 動 額         

当 期 純 利 益     △53,979 △53,979 △53,979 △53,979 

当 期 変 動 額 合 計     △53,979 △53,979 △53,979 △53,979 

当 期 末 残 高 1,250,000 1,250,000 35,805 1,285,805 1,483,437 1,483,437 4,019,242 4,019,242 
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個別注記表 

 第７期  

( 自 2018年4月 1日 
至 2019年3月31日 ) 

 

 第８期  

( 自 2019年4月 1日 
至 2020年3月31日 ) 

 

記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

[重要な会計方針] [重要な会計方針] 

１．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

 定額法を採用しております。 

１．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

 同左 

（２）無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しており

ます。 

（２）無形固定資産 

 同左 

 

 

２．引当金の計上基準 

賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込

額のうち当事業年度に帰属する額を計上しておりま

す。 

２．引当金の計上基準 

賞与引当金 

 同左 

 

３．特別法上の準備金の計上基準 

金融商品取引責任準備金 

    有価証券の売買その他の取引等に関して生じた事故

による損失に備えるため、金融商品取引法第46条の５

及び金融商品取引業等に関する内閣府令第175条の規

定に基づき計上しております。 

３．特別法上の準備金の計上基準 

金融商品取引責任準備金 

 同左 

 

 

４．重要な外貨建資産または負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。 

４．重要な外貨建資産または負債の本邦通貨への換算基準 

 同左 

 

５．消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によ 

っております。 

 

５．消費税等の会計処理 

 同左 

 

[表示方法の変更] 

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴

う変更） 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基

準第28号 平成30年2月16日）を当事業年度の期首から適用

し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示する方

法に変更しております。 

 

 

 

[表示方法の変更] 

（受入手数料科目の変更） 

 

当社が行う売出し外債の取扱いに係る受入手数料につい

て、従来、「受入手数料」の内訳科目である「その他の受入

手数料」に計上しておりましたが、当年度より、同じ「受

入手数料」の内訳科目である「募集・売出し・特定投資家

向け売付け勧誘等の取扱手数料」に計上しております。 

本件は、売出し外債の取扱い業務の拡大に伴い、「その他の

受入手数料」に内包する収益額をより適切に区分して表示

することを目的とし、表示科目を変更するものであります。 

なお、当年度に「募集・売出し・特定投資家向け売付け勧

誘等の取扱手数料」に計上した当該収益額は358,241千円で

あります。 
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注記事項 

 第７期  

( 自 2018年4月 1日 
至 2019年3月31日 ) 

 

 第８期  

( 自 2019年4月 1日 
至 2020年3月31日 ) 

 

[貸借対照表に関する注記］ [貸借対照表に関する注記］ 

１．担保等として差入れをした有価証券及び差入れを受

けた有価証券の時価額 

（１）担保等として差入れをした有価証券の時価額 

 信用取引貸証券                       4,537千円 

信用取引借入金の本担保証券 208,806千円 

（２）担保等として差入れを受けた有価証券の時価額 

信用取引貸付金の本担保証券 208,806千円 

信用取引借証券 4,537千円 

受入保証金代用有価証券 258,202千円 

２．有形固定資産の減価償却累計額 84,161千円 

 

 

 

 

１．担保等として差入れをした有価証券及び差入れを受け

た有価証券の時価額 

（１）担保等として差入れをした有価証券の時価額 

      信用取引貸証券                      15,421千円 

信用取引借入金の本担保証券 99,764千円 

（２）担保等として差入れを受けた有価証券の時価額 

信用取引貸付金の本担保証券 99,764千円 

信用取引借証券 15,421千円 

受入保証金代用有価証券 150,981千円 

２．有形固定資産の減価償却累計額 99,799千円 

  

  

  

  
 

[株主資本等変動計算書に関する注記］ [株主資本等変動計算書に関する注記］  
 

発行済株式の種類及び総数に関する事項 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
  

 
当事業年度期首 

株 式 数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度末 

株 式 数 
摘要 

普通株式 4,000株 － － 4,000株  

                                                       

 
当事業年度期首 

株 式 数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度末 

株 式 数 
摘要 

普通株式 4,000株 － － 4,000株  
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 第７期  

( 自 2018年4月 1日 
至 2019年3月31日 ) 

 

 第８期  

( 自 2019年4月 1日 
至 2020年3月31日 ) 

 

[税効果会計に関する注記］ [税効果会計に関する注記］ 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の 

内訳 

繰延税金資産 
  

 賞与引当金 27,105 千円 

 その他 7,120  

繰延税金資産小計 34,226  

評価性引当額 △6,914  

繰延税金資産合計 27,311  

繰延税金負債   

 仮払事業税 △449  

 資産除去債務 △3,391  

繰延税金負債合計 △3,840  

繰延税金資産の純額 23,471 千円 

   

   

   

   
 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金資産   

 賞与引当金 26,693 千円 

 その他 11,830  

繰延税金資産小計 38,523  

評価性引当額 △38,523  

繰延税金資産合計 -  

繰延税金負債   

 資産除去債務 △3,268  

繰延税金負債合計 △3,268  

繰延税金資産の純額 △3,268 千円 
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 第７期  

( 自 2018年4月 1日 
至 2019年3月31日 ) 

 

 第８期  

( 自 2019年4月 1日 
至 2020年3月31日 ) 

 

[金融商品に関する注記］ [金融商品に関する注記］ 

１．金融商品の状況に関する事項 

 当社は、有価証券の売買及び売買等の委託の媒介、有

価証券の募集及び売出しの取扱い、私募の取扱い、その

他の金融商品取引業及び金融商品取引業に関連または付

随する業務等の主たる事業において金融商品を有してお

ります。 

１．金融商品の状況に関する事項 

 同左 

 

 

 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

 2019年３月31日における貸借対照表計上額、時価及び

これらの差額については、次のとおりであります。 

２．金融商品の時価等に関する事項 

 2020年３月31日における貸借対照表計上額、時価及び

これらの差額については、次のとおりであります。 

（単位：千円) 

 
貸借対照表
計上額 

時価 差額 

（１）現金・預金 3,525,168 3,525,168 - 

（２）預託金 1,900,123 1,900,123 - 

（３）約定見返勘定 262,545 262,545 - 

（４）信用取引資産 245,106 245,106 - 

資産 計 5,932,944 5,932,944 - 

（５）信用取引負債 245,106 245,106 - 

（６）預り金 1,985,112 1,985,112 - 

負債 計 2,230,218 2,230,218 - 

（注）金融商品の時価の算定方法 

(１）現金・預金 （２）預託金 （３）約定見

返勘定 （４）信用取引資産 （５）信用取引

負債 （６）預り金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿

価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。 

（単位：千円) 

 
貸借対照表
計上額 

時価 差額 

（１）現金・預金 2,917,168 2,917,168 - 

（２）預託金 2,980,153 2,980,153 - 

（３）約定見返勘定 285,118 285,118 - 

（４）信用取引資産 150,524 150,524 - 

資産 計 6,332,964 6,332,964 - 

（５）信用取引負債 150,524 150,524 - 

（６）預り金 2,248,952 2,248,952 - 

負債 計 2,399,476 2,399,476 - 

（注）金融商品の時価の算定方法 

(１）現金・預金 （２）預託金 （３）約定見

返勘定 （４）信用取引資産 （５）信用取引

負債 （６）預り金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿

価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。 
   



16 

 

 

 第７期  

( 自 2018年4月 1日 
至 2019年3月31日 ) 

 

 第８期  

( 自 2019年4月 1日 
至 2020年3月31日 ) 

 

[関連当事者との取引に関する注記］ [関連当事者との取引に関する注記］ 

１．兄弟会社等 

属性 
会社等 

の名称 

議決権等の所有 

（被所有）割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

親会社の

子会社 

株式会社

池田泉州

銀行 

なし 
出向社員

の受入 

紹介手数料 

の支払 

(注1) 

664,696 未払費用 69,040 

出向者費用 

の支払 

(注2) 

572,775   

その他の

関係会社 

東海東京

ﾌ ｨ ﾅ ﾝ ｼ ｬ

ﾙ・ﾎｰﾙﾃﾞｨ

ﾝｸﾞｽ株式

会社 

 （40％） 
出向社員

の受入 

出向者費用 

の支払 

(注2) 

381,257   

その他の

関係会社

の子会社 

東海東京

証券株式

会社 

なし 

委託販売

契約の 

締結 

販売委託手

数料の受入 

（注3） 

473,294 

 

未収収益 

 

 

5,219 

 

その他の

関係会社

の子会社 

東海東京

ﾋﾞｼﾞﾈｽｻｰ

ﾋ ﾞ ｽ株式

会社 

なし 

事務委託

契約の 

締結 

事務委託

費の支払 

(注4) 

359,945 未払費用 33,029 

（注1）紹介手数料については、その業務内容を踏ま

え、当社と株式会社池田泉州銀行が適正と判断

する料率を決定しております。 

（注2）出向者費用については、出向元の給与規定等に

照らして適正と判断する額に決定しておりま

す。 

（注3）販売委託手数料については、その業務内容を踏

まえ、当社と東海東京証券株式会社が適正と判

断する料率を決定しております。 

（注4）事務委託費については、その業務内容を踏ま

え、他の取引先と同等の条件に決定しておりま

す。 

（注5）取引金額については消費税を含めておりませ

ん。未払費用期末残高には消費税を含めており

ます。 

 

１．兄弟会社等 

属性 
会社等 

の名称 

議決権等の所有 

（被所有）割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

親会社の

子会社 

株式会社

池田泉州

銀行 

なし 
出向社員

の受入 

紹介手数料 

の支払 

(注1) 

859,084 未払費用 59,354 

出向者費用 

の支払 

(注2) 

597,206   

その他の

関係会社 

東海東京

ﾌ ｨ ﾅ ﾝ ｼ ｬ

ﾙ・ﾎｰﾙﾃﾞｨ

ﾝｸﾞｽ株式

会社 

 （40％） 
出向社員

の受入 

出向者費用 

の支払 

(注2) 

342,035   

その他の

関係会社

の子会社 

東海東京

証券株式

会社 

なし 

委託販売

契約の 

締結 

販売委託手

数料の受入 

（注3） 

358,527 

 

 

 

 

 

 

その他の

関係会社

の子会社 

東海東京

ﾋﾞｼﾞﾈｽｻｰ

ﾋ ﾞ ｽ株式

会社 

なし 

事務委託

契約の 

締結 

事務委託

費の支払 

(注4) 

356,096 未払費用 32,988 

（注1）紹介手数料については、その業務内容を踏ま

え、当社と株式会社池田泉州銀行が適正と判断

する料率を決定しております。 

（注2）出向者費用については、出向元の給与規定等に

照らして適正と判断する額に決定しておりま

す。 

（注3）販売委託手数料については、その業務内容を踏

まえ、当社と東海東京証券株式会社が適正と判

断する料率を決定しております。 

（注4）事務委託費については、その業務内容を踏ま

え、他の取引先と同等の条件に決定しておりま

す。 

（注5）取引金額については消費税を含めておりませ

ん。未払費用等期末残高には消費税を含めてお

ります。 

 

[１株当たり情報に関する注記］ [１株当たり情報に関する注記］ 
 

１．１株当たり純資産額 1,018,305円70銭 

２．１株当たり当期純利益金額 36,965円72銭 
  

 
１．１株当たり純資産額 1,004,810円73銭 

２．１株当たり当期純利益金額 △13,494円96銭 
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２．借入金の主要な借入先及び借入金額 

 

                            （単位：百万円） 

2019年 3月期 2020年 3月期 

借入先 金額 借入先 金額 

東海東京証券株式会社 240 東海東京証券株式会社 137 

 

 

３. 保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。）の

取得価額、時価及び評価損益 

該当ありません。 

 

４. デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。）の契約

価額、時価及び評価損益 

該当ありません。 

 

５．財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

  当社は、会社法第 436 条第 2 項第 1 号に基づき、第８期事業年度の計算書類及びその附属明

細書について、ＥＹ新日本有限責任監査法人の監査を受けております。 
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Ⅳ．管理の状況 

１．内部管理の状況の概要 

（１）取締役・使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

当社では、法令等遵守（コンプライアンス）を経営の最重要課題として位置づけ、役職員

が法令・定款及び社会規範を遵守した行動をとるため、倫理綱領及び行動規範を制定すると

ともに、コンプライアンス基本規定を定め、コンプライアンス委員会において、全般的な方

針や具体的施策などの審議を行います。 

また、その徹底を図るため、コンプライアンスを担当する役員を設置するとともに、業務

コンプライアンス部においてコンプライアンスの取組みを組織横断的に統括し、コンプライ

アンス・プログラムやコンプライアンス・マニュアルの制定、研修の実施などを通じ、役職

員の教育等を行います。 

さらに、法令上疑義のある行為等について従業員が直接情報提供を行う手段としてのホッ

トラインを設置・運営し、当該通報を行ったことにより、通報者が不利益な扱いを受けるこ

とがないよう通報者の保護を図っております。そして内部者取引管理規定や法人関係情報管

理規定に役職員が遵守すべき基本事項を定め、インサイダー取引の未然防止を図ります。 

また、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては毅然とした態度を貫

き、取引の介入排除に努めるとともに、金融機関を通じて取引される資金が各種の犯罪やテ

ロに利用されることに留意し、マネーロンダリングの防止に努めます。 

さらに、お客さまの保護及び利便性向上を推進し、「お客さま本位の徹底」を実現するた

め、顧客保護等管理を行います。 

 

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役会、経営会議、その他委員会等の重要会議について、職務執行の記録として議事録

等を作成・保管いたします。 

また、取締役を決定者とする決裁文書及び付属書類についても適切に作成・保管いたします。 

 

（３）損失の危険の管理に関する規定その他の体制 

経営の健全性の維持と安定した収益確保を図るため、リスク管理基本方針およびリスク管

理規定を定め、リスクを市場リスク、取引先リスク、基礎的リスク、オペレーショナルリス

ク、流動性リスクに区分の上、それぞれの所管部を明確にするとともに、取締役会、経営会

議等により各リスクのモニタリングを行います。 

さらに、災害管理規定を定め、危機事象の発生に伴う経済的損失及び信用失墜等を最小限

に留めるとともに、業務継続及び迅速な通常機能の回復を確保いたします。 

 

（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

取締役会は、当社の役職員の職務の執行が効率的に行われるため、当社の経営目標を定め

るとともに、経営計画を策定し、当該計画を具体化するため年度毎の業務計画を定めており

ます。 

また、取締役の職務の執行を効率的に行うため、経営会議を設置し、取締役会で決議した

経営の基本方針に基づき、これを執行する上での重要事項を協議、決議する他、取締役会の

意思決定に資するため、取締役会付議事項を事前に検討することとしております。 
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さらに、取締役の所管する本部及びその権限と責任を明確にするとともに、ＩＴの活用も

図りながら効率的な業務執行体制を構築・維持します。 

 

（５）当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保す

るための体制 

当社は池田泉州ホールディングスグループの一員として、グループ統一の「グループ経営

理念」、「倫理綱領」、「行動規範」さらには具体的な行動等を詳細に定めた「コンプライ

アンス・マニュアル」等に基づき、業務の健全かつ適切な運営を行います。 

また、これを補完するため、親会社と締結する「経営管理契約」および当該契約に基づく

「親会社による経営管理規定」に基づき、役職員の職務の執行に係る事項その他について、

親会社への報告、協議を行う体制といたします。 

ただし、親会社から違法又は業務の健全かつ適切な運営に支障をきたすような不当な要請

を受けた場合は、当社取締役会においてこれを拒絶する旨の決議を行うことと致します。 

 

（６）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す

る事項並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項並びに当該使用人に対する指示

の実効性の確保に関する事項 

監査役が職務を補助すべき使用人を求めた場合、その職務を補助するため、職員に対して

監査業務に必要な事項を命令することができるものといたします。 

また、監査役より監査業務に必要な命令を受けた職員に関しては、人事異動、人事評価に

おいても監査役会の意見を尊重するなど、取締役会からの独立性を確保いたします。 

 

（７）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制、

報告したことを理由として不利な扱いを受けないことを確保するための体制 

取締役及び職員は、監査役に対して、法定の事項に加え、当社に重大な影響を及ぼす事項、

その他必要な事項をすみやかに報告することといたします。 

また、ホットラインへの通報内容は監査役に報告されることになっておりますが、ホット

ラインへの通報を行ったことにより、通報者が不利益な扱いを受けることがないよう通報者

の保護を図っております。 

さらに、これを補完するため、取締役会、経営会議、各種委員会等の重要な会議について、

監査役が出席できる体制といたします。 

 

（８）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

監査役は、代表取締役、内部監査部署、監査法人との間で意見交換会を開催することとい

たします。 

また、監査役は取締役会、経営会議、各種委員会等の重要な会議に出席し、業務執行上の

様々な問題点の把握に努めます。 

さらに、監査役会は、職務の執行上必要と認める費用について、あらかじめ予算を計上し、

緊急又は臨時に支出した費用については、事後、当社に償還を請求することが出来るものと

します。 
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２. 業務の適正を確保する体制の運用状況の概要 

（１）コンプライアンスに対する取組みの状況 

コンプライアンス委員会が毎月開催され、当社の方針・施策の審議を行っており、加えて、

年度毎にコンプライアンス・プログラムを制定し、反社会的勢力への対応等、職員に対して

周知徹底を図っております。 

また、池田泉州ホールディングスグループのコンプライアンス体制の定着に向けた取組み

である、関連会社コンプライアンス連絡会に参加しております。 

さらに、ホットライン制度についても適切に運用されており、当該通報を行ったことによ

り、通報者が不利益な扱いを受けないよう通報者の保護を図っております。 

（２）損失の危険の管理に対する取組みの状況 

取締役会、経営会議等の会議において、当社が抱えるリスクのモニタリングがなされてお

ります。 

危機管理規定、コンティンジェンシープランに定める事象が発生した場合には、業務継続

及び迅速な通常機能回復の確保につとめております。  

また、災害訓練を実施する等、危機管理にかかるモニタリング、危機管理体制強化を図っ

ております。 

（３）職務執行の適正性および効率的に行われることに対する取組みの状況 

取締役会が当事業年度14回開催され、各議案についての審議、職務執行の状況等について

の監督を行い、活発な意見交換がなされており、意思決定および監督の実効性は確保されて

おります。 

また、取締役の職務の執行が効率的に行われるため、経営目標を定めるとともに、経営計

画を具体化するため年度毎に業務計画が策定されております。 

（４）業務の適正性に対する取組みの状況 

取締役会・経営会議付議基準に基づき、当社の重要事項について、当社取締役会・経営会

議において審議しております。 

また、経営管理規定等に基づき、親会社に対して必要な報告を行い、協議を行っておりま

す。 

（５）監査役の監査が実効的に行われていることに対する取組みの状況 

社外監査役を含む監査役は、取締役会への出席および常勤監査役による経営会議及びその

他の重要会議への出席を通じて、内部統制の整備、運用状況を確認しております。また、会

計監査人、監査部などの内部統制に係る組織と必要に応じて双方向的な情報交換を実施する

ことで当社の内部統制全般をモニタリングすると共に、より効率的な運用について助言をお

こなっております。 

監査役会は当事業年度11回開催されており、監査に関する重要な事項について報告し、協

議・決議を行っております。 
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３．分別管理等の状況 

（１）金融商品取引法第43条の2の規定に基づく分別管理の状況 

① 顧客分別金信託の状況 

項       目 
2019年 3月 31日 

現在の金額 

2020年 3月 31日 

現在の金額 

直近差替計算基準日の顧客分別金必要額 1,373 百万円 2,078 百万円 

期末日現在の顧客分別金信託額 1,900 百万円 2,980 百万円 

期末日現在の顧客分別金必要額 1,862 百万円 2,083 百万円 

 

② 有価証券の分別管理の状況 

イ 保護預り等有価証券 

有価証券の種類 
2019年 3月 31日現在 2020年 3月 31日現在 

国内証券 外国証券 国内証券 外国証券 

株  券 株数 33,963千株 1,560 千株 37,587千株 1,739 千株 

債  券 額面金額 2,677 百万円 52,957百万円 2,775 百万円 50,658百万円 

受益証券 口数 36,787百万口 989百万口 37,089百万口 1,214 百万口 

新株予約

権証券 
個数 － － － － 

そ の 他 額面金額 1 百万円 － 1 百万円 － 

 

ロ 受入保証金代用有価証券 

有価証券の種類 
2019年 3月 31日現在 2020年 3月 31日現在 

数  量 数  量 

株  券 株数 391千株 459千株 

債  券 額面金額 － － 

受益証券 口数 15 百万口 6 百万口 

新株予約権証券 個数 － － 

そ の 他 額面金額 － － 

 



22 

 

ハ 管理の状況 

      顧客の預り金や信用取引委託保証金などの金銭については、信託銀行に顧客分別金信

託として預託しております。また、顧客の有価証券については、自社保管分、外部委託

保管分（代行会社等）とも当社の自己財産と明確に区分して保管し、管理しております。 

 

③ 対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等に係る分別管理の状況 

   該当ありません。 

 

（２）金融商品取引法第43条の2の2の規定に基づく区分管理の状況 

   該当ありません。 

 

（３）金融商品取引法第43条の3の規定に基づく区分管理の状況 

   該当ありません。 

 

 

 

Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項 

   

   当事業年度における連結子会社等の状況に関する該当事項はありません。 
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Ⅵ．当社の組織等に関する追記事項 

 

1 ページ記載の経営の組織につきまして、2020 年 7 月 31 日現在の状況は以下のとおりで

ございます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

2 ページ記載の役員の氏名又は名称につきまして、2020 年 7 月 31 日現在の状況は以下の

とおりでございます。 

 

５．役員の氏名又は名称 

 （2020年 7月 31日現在） 

役  職  名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

代表取締役社長 井上  基 有 常勤 

代表取締役副社長 髙井 利文 有 常勤 

専 務 取 締 役 栗田 宗春  無 常勤 

監 査 役 工藤  守 無 常勤 

監 査 役 藤城  栄 無 非常勤 

監 査 役 松村  潤 無 非常勤 

（注 1）栗田宗春氏は、2020 年 6月 25日開催の定時株主総会において取締役に選任され、 

同日就任いたしました。 
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（注 2）松村潤氏は、2020年 6月 25日開催の定時株主総会において監査役に選任され、 

   同日就任いたしました。 

（注 3）監査役のうち藤城栄、松村潤の両氏は会社法第 2条第 16 号に定める社外監査役でありま

す。 

 

 

3 ページ記載の本店その他の営業所又は事務所の名称及び所在地につきまして、2020 年 7 月 31

日現在の状況は以下のとおりでございます。 

 

８．本店その他の営業所又は事務所の名称及び所在地 

（2020年 7月 31日現在） 

名  称 所  在  地 

本 社 〒530-0013 大阪府大阪市北区茶屋町 18番 14号 

本 店 営 業 部 〒531-0072 大阪府大阪市北区豊崎 3丁目 2番 1 号 

池 田 支 店 〒563-0025 大阪府池田市城南 2丁目 1番 11 号 

堺  支  店 〒590-0048 大阪府堺市堺区一条通 14 番 8号 

岸 和 田 支 店 〒596-0054 大阪府岸和田市宮本町 26 番 15号 

神  戸  支  店 〒651-0096 兵庫県神戸市中央区雲井通 7 丁目 1 番 1号 

西 宮 北 口 支 店 〒662-0832 兵庫県西宮市甲風園 1 丁目 9 番 14号 

 


